



















This article aims to discuss about the location of highly-skilled migrants who graduate from Japanese 
institution of higher education in the Japanese labor market. Highly-skilled migrants including gradu-
ating international students are often referred to as global-talented human resources and qualified per-
son being in the first labor market. But according to the Ministry of Justice’s data, many of interna-
tional students have found employment in small and medium-sized enterprises, especially of service 
industry. After the recent economic crisis of 2008, international students increasingly take sales job as 
a replacement for Japanese. In conclusion, international students find unstable jobs and the existence 


















































































                                                 
















































































































図 1 留学生数の推移 
註 1）「在留外国人統計」（法務省入国管理局 各年版）より筆者作成。 
                                                 















































                                                 
6 留学生が日本の上場企業へ就職する場合は、提出書類を簡素化し、在留資格変更許可申請の





































（2016 年 2 月）、留学生人材と技能実習生が同じ仕事を担うべく、制度設計がすすめられ
ていることも指摘しておきたい。介護分野での外国人労働者の受け入れに向けて、介護福祉
士等の国家資格を取得した留学生が卒業後に日本で就労できるよう、在留資格の拡充が検
                                                 
8 A 氏が連携する技能実習生送り出し団体（山東省）の副総経理を務める C氏は、かつて技能
実習生として日本で就労した経験を持つ。その後、現在の送り出し団体に就職し、在留資格
「企業内転勤」で日本駐在事務所にも勤務していた。 
9 留学生 10 万人計画下（1983 年～）の日本の留学政策は、国際貢献を理念としていたことは
すでに述べた。同時期に現在のような活用の萌芽が見られた外国人研修・技能実習制度も、開
発途上国等の人材の育成を通じた「国際貢献・国際協力」を理念としており、その理念は現在




















































図 2 留学生からの不法残留者数の推移 




図中に示される 1992 年から 2015 年までのうち、もっとも留学生からの不法残留者数


















                                                 
14 法務省 HP http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri01_00013.html 



















































                                                 
16 当該事件については、朝日新聞西部本社 2016 年 1 月 23 日（夕刊）、1 月 24 日、1月 31
日、2 月 4 日、2 月 7 日、2月 13 日（いずれも朝刊）で詳しく報道されている。 







中で示す 2001 年から 2014 年の間で、全体の 8～9 割を占める。また、「外国人雇用状況の届
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21 法務省 HP http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri01_00013.html 
22 厚生労働省 HP http://www.mhlw.go.jp/toukei/list/114-1.html 
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図 6 業種別・企業規模別 留学生新卒就職者数の推移 
註 1）「留学生の日本企業等への就職状況について」（法務省入国管理局 各年版）より筆者作成。 
註 2）中小企業について、製造業は就職先企業の従業員規模が 300人未満、コンピュータ関連は 100人未満、商業・貿




































図 7 職務内容別 留学生新卒就職者数の推移 


























































                                                 
24 小売や建設、外食といった人手不足が深刻な業種の企業が外国人労働者に注目し、留学生等
を即戦力として活用するための社内教育制度を充実させる様子が伝えられる（日本経済新聞朝


































図 9 産業別 新規大卒就職者数と 3年目までの離職率 
註 1）「新規学卒者の事業所規模別・産業別離職状況」27 （厚生労働省 2015）より筆者作成。 
註 2）図中に示した横線は、新規大卒就職者全体の 3年目までの離職率である 32.3％を示している。 
 
                                                 
26 公的機関で留学生の日本での就労支援業務に携わる D 氏に対して筆者が実施したヒアリング
によると、携帯電話ショップやコンビニエンスストアでの店長候補で経営全般を司るというこ
とであれば、在留資格「人文知識・国際業務」を取得し、販売業務での就労が認められる可能
性があるという（ヒアリングは 2014 年 9 月に実施）。採用企業は就職した留学生がまずは日本
でひととおりの業務を経験し、将来的には自社の海外事業の拡大に寄与できることも期待して
いるであろう。しかしコンビニエンスストア業界の大手企業が外国人正社員の採用を本格化さ


































































































Becker, Gary S. 1975 Human Capital: A Theoretical and Empirical Analysis, with Special Refer-
ence to Education 2nd Ed. University of Chicago Press. 佐野陽子（訳）『人的資本』東洋経済
新報社 1976. 
原田麻里子 2010「留学生の就職支援: 留学生相談現場からみた現状と課題」『移民政策研究』2: 4 
0-58. 
法務省 2015「第5次出入国管理基本計画」.（法務省HP http://www.moj.go.jp/content/00116699
  1.pdf） 
法務省入国管理局 1989「留学生の日本企業への就職について」『国際人流』入管協会: 42-45. 
稲上毅 1992「経営戦略・外国人労働市場・雇用管理: 事例からみたスペクトラム構造」稲上毅・桑
原靖夫・国民金融公庫総合研究所編『外国人労働者を戦略化する中小企業』中小企業リサーチ
センタ :ー 114-181. 
梶田孝道 2001「現代日本の外国人労働者政策・再考: 西欧諸国との比較を通して」梶田孝道編著『国
際化とアイデンティティ』ミネルヴァ書房: 184-219. 
鎌田耕一・野川忍 2014「ディアローグ 労働判例この 1年の争点」『日本労働研究雑誌』652: 3-48. 
Kamibayashi, Chieko 2006 “Current Migration of IT Engineers to Japan: Beyond Immigration 
Control and Cultural Barriers,” in C. Kuptsh & Pang Eng Fong eds. Competing for Global 




















Liu-Farrer, Gracia 2009 “Educationally Channeled International Labor Mobility: Contemporary 
Student Migration from China to Japan,” International Migration Review 43(1): 178-204. 
Mahmud, Hasan 2014 "‘It’s My Money’: Social Class and the Perception of Remittances among 
Bangladeshi Migrants in Japan," Current Sociology 62(3): 412-430. 
松下奈美子 2011「アジア地域から来日して働く外国人 IT技術者」安里和晃編『労働鎖国ニッポン
の崩壊: 人口減少社会の担い手はだれか』ダイヤモンド社: 132-153. 
文部科学省・外務省・法務省・厚生労働省・経済産業省・国土交通省 2008「『留学生30万人計画』
骨子」.（首相官邸HP http://www.kantei.go.jp/jp/tyoukanpress/rireki/2008/07/29kossi.pdf） 
守屋貴司 2012「日本企業の留学生などの外国人採用への一考察」『日本労働研究雑誌』623: 29-36. 





日本経済再生本部 2014「『日本再興戦略』改訂 2014: 未来への挑戦」.（首相官邸HP https://ww
w.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/pdf/honbun2JP.pdf） 
21世紀への留学生政策懇談会 1983「21世紀への留学生政策に関する提言」. 
Oishi, Nana 2012 “The Limits of Immigration Policies: The Challenges of Highly Skilled Migra-
tion in Japan,” American Behavioral Scientist 56(8): 1080-1100. 
労働省 1988, 1992, 1995, 1999「雇用対策基本計画」. 
佐藤忍 2006『グローバル化で変わる国際労働市場: ドイツ、日本、フィリピン 外国人労働力の新
展開』明石書店. 
Sato, Reiko, H. Jin, and S. Hirose 2009 “Attitudes of International Students from Science and 





消に向けた提言」『Works Review』4: 208-221. 
志甫啓 2015「外国人留学生の受入れとアルバイトに関する近年の傾向について」『日本労働研究雑
誌』662: 98-115. 
下平好博 1999「外国人労働者: 労働市場モデルと定着化」稲上毅・川喜多喬編『講座社会学 6 労
働』東京大学出版会: 233-271. 
宣元錫・松下奈美子・倉田良樹・津崎克彦 2014「韓国人 IT技術者の送り出し過程と日本の外国人
高度人材受け入れ: 2000年代の拡大局面に注目して」『移民政策研究』6: 132-148. 
丹野清人 2007『越境する雇用システムと外国人労働者』東京大学出版会. 
寺倉憲一 2009「我が国における留学生受入れ政策: これまでの経緯と 『留学生 30 万人計画』 の
策定」『 レファレンス』 59(2): 27-47. 
坪谷美欧子 2003「『国際移民システム』としての中国人の日本留学: 1980年代以降の日中間の政策
的側面を中心に」『横浜市立大学論叢 社会科学系列』55(2): 69-95. 
塚崎裕子 2008『外国人専門職・技術職の雇用問題: 職業キャリアの観点から』明石書店. 
